
能登半島地震を踏まえ事業継続強化に向けた

必要な対策・企業のあるべき姿
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１．企業の事業継続力強化に向けた取組
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【内閣府防災】企業の事業継続能力強化に向けた基本方針

事業継続ガイドライン

経済・社会全体に目を向けたレジリエンス強化

・各省庁（国土強靭化室、中小企業庁、国土交通省、金融庁等）

・経済/業界団体/企業（経団連、商工会議所、損保協会、DBJ等）

各組織との連携

・有識者とのBCP策定や運用促進方策に関する意見交換

・事業継続や地域連携強化に係る枠組みでの情報共有（中部防災等）

有識者の意見収集・情報共有

・企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査（隔年実施：策定率統計調査）

・災害リスクマネジメント促進に資する被災事例等の調査・検討 等

実態調査

社会情勢や環境変化を踏まえた企業・組織及び産業全体としての事業継続能力向上の促進
【内
閣
府
防
災
】

現在

サプライチェーン
強靭化

目指す方向性：企業の事業継続力強化を核としたレジリエントな経済・社会の実現

レ
ジ
リ
エ
ン
ス
力

社会創造へ

時間

能登半島地震検証
イノベーション

BCP（事業継続計画）及びBCM（事業継続マネージメント）

地域防災力・
地域連携の強化

官民連携
産業構造複雑化
オールハザード

デジタル化南海トラフ・首都直下
基本計画見直し

地方創生
スマートシティ

国土強靭化
～強くしなやかに回復～

国土形成
～安心・安全/活力ある/
個性豊かな国土～

国全体の
災害対応力の増強

～防災基本計画～

企業単体での事業継続能力強化・
経営戦略への定着

人材育成

経営戦略

企業価値向上

コロナ

リスクファイナンス

防災経済コンソーシアム
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【内閣府防災】企業の事業継続能力強化に向けた体系整理

〇事業継続に積極的に取り組んでいる

企業等を「国土強靭化貢献団体」と

して第三者が認証

（H28年度創設、

認証団体：R6年3末現在301団体）

経済団体・業界団体・防災経済コンソーシアム（内閣府）・中部防災推進NW等

企業 企業 企業 企業

〇国民の生命と財産を守る防災インフラの整備/管理

〇経済発展の基盤となるライフラインの強靭化

〇デジタル等新技術の活用による国土強靭化施策の高度化

〇災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化

〇地域における防災力の一層の強化（地域力の発揮）

国土強靭化基本計画（基本方針）

「新時代に地域力をつなぐ国土～列島を支える新たな地域マネジメントの構築～」

〇活力ある国土づくり ～地域への誇りと愛着に根差した地域価値の向上～

〇安全・安心な国土づくり ～災害等に屈しないしなやかで強い国土～

〇世界に誇る美しい自然と多彩な文化を育む個性豊かな国土づくり

国土形成計画（目指す国土の姿）

連動

〇国、公共機関、自治体、企業、住民の役割明確化し、

災害に対処能力の増強を図る。

⇒

防災基本計画（我が国の防災に関する総合的かつ長期的な計画）

国土交通省国土強靭化室

内閣府防災

「企業防災の促進」 災害時に企業が果たすべき役割

◆ 生命の安全確保 ◆ 二次災害の防止

◆ 事業の継続 ◆ 地域貢献・地域との共生

事業継続
ガイドライン

〇中小企業の防災・減災対策の強化（中小企業等経営強化法の改正）

中小企業への事業継続の取組促進 経済産業省中小企業庁

〇防災、減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定する制度
（R元年度創設、認定企業R６年６月末現在約6万9千件）

レジリエンス認証制度 レジリエンスジャパン
推進協議会

あ

事業継続力強化計画 中小企業基盤整備機構

簡易
パンフレット

地域

商工会 商工会議所

企業企業

連携◎推進強化が課題
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２．企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査

6



令和5年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査の概要

【調査結果（概要）】 ～BCP策定率：大企業・中堅企業とも、調査開始以降、着実に上昇～

▣ BCP策定率は「策定済」が大企業76.4％、中堅企業45.5％と、令和3年度対比＋5％程度上昇

▣ リスク事象として、地震、感染症、洪水など特定事象を想定している先が80％以上を占める。

また、災害を特定せず対応策を策定している先（オールハザード型）は18％となり上昇傾向

▣ 被害を受けた際の有効であった取組について、安否確認、備蓄等の基本的な防災項目やBCPに

関連する項目が上位を占め、「BCP策定/見直し」の有効性は中堅より大企業での割合が高い

▣ 一方で、BCP未策定先や策定推進において人材不足やスキル/ノウハウ不足が障壁となっている

▣ 今回新規項目である事業所の耐震基準の充足状況は、新旧耐震基準合算で約80％程度。なお、

旧耐震基準の建物を所有している企業は約33％にも上った

18.9
27.6

45.8

53.6
60.4

64.0
68.4 70.8

76.4

12.4 12.6
20.8

25.3
29.9

31.834.4
40.2

45.5

0

策
定
率(

％)

BCP策定率推移大…

中…

本調査は、国内各企業における事業継続や防災に係る取組実態を把握するため、平成19年より隔年で実施。通算9回目となる

本調査では、従来の調査項目に加え、事業所の耐震化、機器の転倒防止、備蓄状況などの防災に係る調査項目を追加。

※調査期間：令和6年1月5日～1月26日、調査対象：業種及び資本金・常用雇用数によって
         「大企業」、「中堅企業」、「その他企業（資本金1億円以上の中小企業）」 に分類し、

4,934社を抽出。有効回答数は1,826社（回答率37％）

【n=605】 【 n=595】
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令和６年度 企業の事業継続及び防災の取組に関するアンケート調査（速報）

【調査概要】 ～ 能登半島地震による被災企業への影響・対策状況の緊急点検 ～

▣ 目的： 令和6年能登半島地震により多くの企業が被災し、事業継続や復旧に際してはBCP策定を含む事前対策の

不足も一部露呈されたことを踏まえ、能登半島地震における企業の「被害状況と影響」、「事前対策の

状況とその評価」、「災害リスクに関する考え方」について把握し、課題抽出や対策検討に活かすもの。

▣ 調査

手法：

回答企業の約8割を資本金額1億円以下の中小企業

が占める。次いで「1億円超～3億円以下（10％）」

、「3億円超～10億円以下（8.1％）」である。

被災６市町への施設・拠点の所在の有無

調査実施期間 令和６年７月５日（金）～８月２日（金）
調査対象 被災した北陸３県（富山県・石川県・福井県）

及び新潟県内に本社を置く事業所

調査対象数 2,484社
配布・回収方法 郵送配布・WEBアンケートによる回答
有効回答数 763社
回収率 30.7%

■主な
調査項目

■企業概要
, 

, 

所在している

, 

7.5%

所在していない

, 

92.5%
(n=770)

事業規模（資本金または出資金の額）及び業種

なお、主要な産業は「製造業（31.6％）が最も多く、

次いで「建設業（13.2％）」、「卸売業（8.8％）」

である。

被害状況と影響 事前対策の状況とその評価 災害リスクに関する考え方

✓ 直接被害、間接被害、影響の詳細
✓ 営業状況、事業再開・回復時期
✓ 復旧費用、売上高、売上高増減要因等

✓ 防災計画/BCP策定状況、
✓ 発災後のBCP対応状況、対応要の項目
✓ 支援を受けた機関、保険加入/耐震化等

✓ 事業継続上のリスク想定
✓ 能登半島地震による災害等

リスク認識の変化

富山24％

新潟40％

石川22％

福井14％
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令和６年度 企業の事業継続及び防災の取組に関するアンケート調査結果①

■能登半島地震による被害

41.3%

19.9%

18.1%

42.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直接被害を受けた

間接被害・影響を受けた

取引先の被災による間接被害・影響

を受けた

いずれの被害も受けていない

(n=763)

直接被害 ：本社/支社/支店/店舗/工場/設備の損壊・損傷等の物的損害
間接被害・影響：物的損害以外の、地震/津波/液状化/火災の影響やライフライン

（電気/ガス/水道/通信網）の途絶等に伴う事業への影響

（特に影響が大きかった主な被害）

35.0%

19.5%

19.9%

19.5%

13.7%

9.4%

10.8%

6.4%

0% 20% 40%

事務所・店舗等の被災

従業員等の被災

資機材・機械・設備等の損傷

自社工場の被災

販売先の被災

自社倉庫等の被災

仕入先の被災

主要幹線道路等アクセス道路の…

(n=437)

取引先による
間接被害

間接被害

直接被害

・全体の約6割の企業が何らかの被害・影響を受けている。特に事務所/工場/設備等の直接被害の割合が高く、
取引先被災による間接的な被害・影響も一定数あり。

全体の約6割

（復旧費用の総額）

7.8%

23.5%

11.8%

13.7%

7.8%

11.8%

2.0%

2.0%

9.8%

9.8%

100万円未満

100万円～500万円未満

500万円～1,000万円未満

1,000万円～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円～5億円未満

5億円～10億円未満

10億円以上

秘匿事項のため回答を控えたい

わからない

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

(n=51)

・復旧費用の総額を見ると「100万円～500万円

 未満（23.5％）」が最も多く、1,000万円以

上の先は35％にも上る。

・全体的には、500万以上～5億円未満の幅で、

ばらつきが見られ、立地や設備/耐震化等の要因

により、企業によって、受けた被害の大きさは

千差万別であることが伺える。
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令和６年度 企業の事業継続及び防災の取組に関するアンケート調査結果②

■能登半島地震後の事業の状況

・直接被害・間接被害がある中において、約9割近い企業において何とか営業を継続をした格好。

・一方で、自身の被害だけでなく、仕入先/販売先の被災やライフラインの影響、並びに風評被害も含めた地域での

ビジネス機会の喪失などの間接被害等により、２割強の企業において売上に影響が及んでいる。

なお、上記要因の内容を勘案すると、全体的に地域内でサプライチェーンが完結している傾向もあると思われる。

営業を停止していない, 

88.3%

営業を停止した, 

11.7%

(n=437)

（営業開始状況）

（事業が被災前の水準まで回復した時期）

12.2%

6.1%

18.4%

16.3%

12.2%

6.1%

28.6%

１週間以内

１週間超～２週間以内

２週間超～１ヶ月程度

１ヶ月超～３ヶ月以内

３ヶ月超～５ヶ月以内

５ヶ月超～６ヶ月以内

現在も被災前の水準まで回復して…

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%
(n=49)

（前年同期と比較した売上高の状況）

2.5%

1.4%

2.1%

1.0%

7.7%

6.8%

12.3%

11.1%

令和６年１～３月

と

前年同期比較

令和６年４～６月

と

前年同期比較

約20％

約25％

（令和6年1～3月期の売上高減少要因（抜粋））

25.5%

18.6%

18.1%

16.0%

15.4%

14.9%

12.8%

11.7%

8.0%

8.0%

0% 10% 20% 30%

販売先の被災

地域全体への風評被害

事務所・店舗等の被災

従業員等の被災

資機材・機械・設備等の損傷

主要幹線道路等アクセス道路の途絶

仕入先の被災

長期間（１ヶ月以上）にわたるライフラ

イン…

物流網・流通網の途絶

自社工場の被災

（n=188）

取引先による
間接被害

間接被害

直接被害

・直接被害が大きかった一部企業では営業停止に追い込まれ、

それが長期化しているケースも見受けらる。
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令和６年度 企業の事業継続及び防災の取組に関するアンケート調査結果③

■BCP策定の状況とその評価

・BCPを策定していた企業は全体の約３割となり、TDB全国平均（19.8％）より高い水準。また、策定していない
企業においても、今後策定予定や策定意向があると回答した企業は、5割を超えている状況。

・実際のBCPの対応については、「十分対応できた」「ある程度対応できた」が7割強を占めた。具体的には、
防災対策だけでなく、「災害対策本部の設置と情報収集」「意思決定」「重要業務の継続」など事業継続係る
基本的な対応も、ある程度整備が進んでいたものと思料。

（BCP・防災計画等の策定状況）

（ BCP・防災計画等の対応状況）

（BCPで定めていた項目、対応できた項目、有効に機能した項目（上位10項目））

31.1%

33.6%

46.5%

0% 20% 40%

BCPを策定していた

防災計画等を策定してい

た

いずれも策定していな

かった

(n=763)

十分対応できた, 

13.2%

ある程度対応できた, 

59.0%

あまり対応できな

かった, 20.8%

全く対応できな

かった, 1.4%

判断できない, 5.7%

(n=212)

96.2%

83.5%

70.8%

68.9%

63.7%

57.5%

54.7%

51.4%

45.8%

43.4%

85.4%

67.0%

56.1%

59.4%

43.9%

43.9%

43.4%

36.3%

32.5%

26.9%

67.5%

42.5%

21.7%

21.7%

17.0%

13.2%

11.8%

5.7%

5.7%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員（及びその家族）の安全確保

災害対策本部の設置と情報収集

意思決定者の参集

意思決定者による指揮命令系統の確保

備蓄品（水・食料・災害用品等）の確保と活用

企業・組織の中枢機能の維持・確保

優先順位毎の重要業務の実施・継続

重要データの保全・情報システムの維持

仕入先・販売先等、関係者との連絡手段の確保

予備燃料や非常用電源の確保・活用

(n=212)

BCP等で定めていた項目 対応できたBCP等の項目

特に有効に機能したBCP等の項目（３つまで）
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令和６年度 企業の事業継続及び防災の取組に関するアンケート調査結果④

■事前対策の状況と評価

60.1%

57.1%

51.9%

47.7%

42.2%

41.5%

39.9%

37.8%

33.0%

32.7%

32.7%

29.4%

51.6%

22.4%

20.0%

14.6%

18.5%

17.0%

29.9%

30.7%

15.2%

18.5%

15.8%

20.0%

0% 20% 40% 60%

従業員（及びその家族）の安全確保

事業に係る重要な情報（電子・紙）

や社内システムのバックアップ

緊急時の避難に係る安全確保の手

順、避難方法、避難経路の明確化

損害保険・共済等への加入

防災対策に関する研修・災害対応訓

練の実施

災害対応担当責任者の決定・周知

設備・資機材等の固定・転倒防止対

策

安否確認や相互連絡のための災害ア

プリ、ＳＮＳ等の導入

本社・グループ会社との応援・受援

に関わる協議

重要設備の防災・減災対策

備蓄品（水・食料・災害用品等）の

購入・買増し

所有資産の耐震化（新耐震基準への

対応）・免震工事の実施

地震前から実施していた事前対策（n=715）

地震対応の際に有効であった事前対策(n=335)

43.6%

39.7%

39.0%

38.3%

37.2%

37.2%

36.5%

36.3%

35.1%

34.7%

34.0%

33.9%

33.7%

0% 20% 40%

その他ライフライン（電気・ガス・水

道・通信網）の確保対策

自社製品の代替輸送手段確保

代替販売先の開拓・情報収集等

本社機能・営業所等の代替施設の確保

代替製造・生産先の確保

防災関連セミナーの定期受講、防災関

連資格（防災士等）取得の推奨又は…

災害時を想定した代替連絡手段等の確

保

BCPの定期的な見直し

燃料の備蓄

会社に生じうるリスクの認識と業務へ

の影響の分析

災害時協定の締結促進

代替仕入先の確保

拠点の分散化(n=567)

（地震前から実施していた事前対策、地震の際に有効であった事前対策） （今後実施したいができていない事前対策）

・北陸４県における企業においては、「従業員の安全確保」、「安否確認」、「設備等の転倒防止」、「データバック
アップ」など経営資源を守る対策を行っていた企業が多く、その有効性も確認された。

・一方で、今回の地震で被害を受け何とか生産・営業を再開及び継続する中で、ライフライン確保や代替先の確保など、
事業継続やサプライチェーンを維持するための課題や対策の必要性が改めて認識された状況。



9.5%

7.4%

6.3%

5.3%

3.0%

2.2%

1.2%

0.8%

1.2%

76.7%

0% 20% 40% 60% 80%

本社・グループ企業

自治体

取引先企業等

業界団体

金融機関

地域の経済団体（商工会、…

サプライチェーンを構成す…

災害時協定を締結している…

その他

支援等は受けていない

(n=760)

13

令和６年度 企業の事業継続及び防災の取組に関するアンケート調査結果⑤

■地域での支援、耐震化の状況、保険加入の状況

（地震発生後に支援等を受けた機関・団体） （所有する施設・拠点の耐震化状況）

5.0%4.2%4.1% 9.2% 15.1% 5.6% 25.3% 6.8% 24.8%

(n
=7
63
)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=763)

旧耐震基準の建物のみで構成され、現在はすべての建物で新耐震基準を満たしている

旧耐震基準の建物のみで構成され、現在は一部の建物で新耐震基準を満たしている（一部は満たしてい

ない）
旧耐震基準の建物のみで構成され、現在もすべての建物で新耐震基準を満たしていない

新・旧耐震基準の建物双方があり、現在はすべて建物で新耐震基準を満たしている

新・旧耐震基準の建物双方があり、現在は一部の建物で新耐震基準を満たしている（一部は満たしてい

ない）
新・旧耐震基準の建物双方があり、新耐震基準を満たすための耐震化等の対策は実施できていない

新耐震基準の建物のみで構成されている

所有する建物はない（建物は賃貸のみ）

分からない

全ての建物で充足：約40％、一部の建物で充足：約19％、満たしていない：約10％

耐震化の予定あり
：24％
耐震化の予定なし
：76％

（保険の加入状況） （保険による復旧費用の保証状況）

損害保険（建物のみ）

に加入, 14.8%

損害保険（設備の

み）に加入, 3.8%

損害保険（建

物＋重要設備

のみ）に加入, 

18.7%
損害保険（建物＋設備一

式）に加入, 39.6%

共済（建物のみ）に加入, 

1.3%

共済（建物＋重要設備の

み）に加入, 1.8%

共済（建物＋設備一

式）に加入, 1.8%

その他, 2.5%いずれも未加入, 15.6%

(n=763) 復旧費用は概

ね補償された, 

12.2%

復旧費用は

一部補償さ

れた, 

19.0%
補償対象とならな

かった, 68.8%

(n=516)
・約8割が損害保険に加入

しているものの、被災

した事業者の約7割が

地震保険を付帯していな

かった等の理由で補償

対象とならず。

天井/壁のひび、外壁

、床割れ、土地被害、

設備等

・グループや各関係機関から支援を受けたケースもある一方、被害状況や経営環境にもよるが支援を受けないケースも多くあり

・耐震化については、企業が所有する施設の3割（それ以上の可能性あり）で耐震基準が未充足。特に地震や液状化

のリスクのある地域においては大きな課題として浮き彫りになった。



３．企業の災害対応を取り巻く環境、
サプライチェーン対策
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企業の災害対応を取り巻く環境・背景

○ 昨年、閣議決定済の「国土強靭化基本計画」の見直しでは、継続的・安定的に防災・減災、国土強靭化の取組を図っ

ていく事が重要とされ、特に企業や社会全体に対して経済活動の停滞を回避するための対策強化が求められている。

○ また、南海トラフ地震防災対策推進基本計画見直しの検討WGにおいては、有識者から、大規模地震に対し、どのよ

うな戦略で国全体の経済を継続していくのか、また、企業の事業活動を持続させるため地域社会においてどのように

支援を行っていくか、サプライチェーンや地域連携に着目した中長期的なレジリエンス向上の取組が求められている。

※特に中小企業を意識した対策

15

課題認識

昨今の企業事業継続強化に関する提言抜粋（強靭化、南トラWG除く）

サプライチェーン

の維持

ライフライン・

インフラへの影響

地域連携・支援

の強化

▣ 経団連（R5/4）～大規模災害に負けない持続可能な社会の構築～

▣ 東京商工会議所（R5/10）～国の災害・リスク対策に関する要望～

▣ 日本商工会議所（R5/2）～国土強靭化基本計画の変更に係る意見～

▣ 関西経済同友会（R4/4）～民間の活力で、関西における災害へのRXを実行せよ～

▣ 中部経済連合会（R元/5）～南海トラフ地震等が中部経済界に与える影響を最小化するために～

「社会機能の強靭化」
（オールハザード型BCP促進、サプライチェーン強化、ライフライン対策強化）

「企業等の自助・共助の活性化、公助における民の力の活用」
（BCP策定・訓練の促進、企業や地域の人材育成、行政と民間企業との連携）

「経済活動の早期再開に資する事前の防災・減災対策と、広域連携の促進」
（防災・減災対策に関する促進、地域での支援策強化、拠点分散や地域防災力
向上に向けた取組など民間拠点の強靭化）

（BCＰ策定/更新の促進（企業間連携等）、地区防災計画への積極的参加、
防災投資に対するインセンティブ付与）

（経済活動のベースとなる社会インフラの事前整備、企業間協力体制の構築）

課題１

課題２

前提



サプライチェーンを通じた産業同士の相互依存関係

○ 各種産業はサプライチェーンを通じて相互依存関係にある。製造業を例にとると、生産に必要な材料を入手するまでには原
材料の仕入業者や部品等の供給者がおり、最終消費者までの間には物流業者や卸売・小売業者も介在する。

供給

原材料を
扱う業者

部品等の供給者
（Tier 1 ～ n）

生産

製造を
行う業者

物流を
担う業者

卸売・
小売業者

最終的な
消費者

需要

対価の支払い

部品の供給

対価の支払い

財・サービスの提供

サプライチェーンの模式図（製造業を例に） ※経済産業省「通商白書2021」第Ⅱ-1-2-8図より作成

○ 東日本大震災においては、半導体事業者の工場被災に伴って、直接的に被害を受けなかった地域の企業も部品調達に
支障を来し、自動車産業等の生産高の低下につながった。
→ サプライチェーンは単純なピラミッド構造ではなく、むしろ、特定メーカーに中核部素材のニーズが集中し、

当該メーカーの生産途絶が関連産業全体に波及する「ダイヤモンド構造」であることが明らかになった。

素材・中間材の生産拠点被災が最終製品の生産に及ぼした影響
※経済産業省産業構造審議会基本政策部会（第3回）資料2 P8「サプライチェーン全体に波及する

震災の影響」 （2011年5月）より作成

素
材

中
間
部
素
材

最
終
製
品

エチレン

特殊ゴム
（EPDM）

臨海工業地帯＝被災

過酸化
水素水

黒鉛 極薄電
解銅箔

リチウム
イオン電池

半導体 液晶パネル

自動車

液晶TV、
スマートフォン

家電、エレクトロ
ニクス

産業機械

ITOター
ゲット材

シリコン
ウェハ

人工
水晶

↑生産正常化に
数か月

工場
被災
あり

完成車
メーカー

完成車
メーカー

Tier1

Tier2
以下

Tier1 Tier1 Tier1

Tier2
以下

Tier2
以下

サプライチェーンの「ダイヤモンド構造」
※一般財団法人企業活力研究所「東日本大震災を踏まえた企業の事業継続の実効性向上に関

する調査研究報告書」（2013年3月）より作成
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事業継続に向けた必要な取り組み ～サプライチェーンを守る～

【サプライチェーン対策のポイント ～西日本・生産メーカー（例）～】
○サプライチェーンを構築する企業関係は「垂直的な関係（上流～下流）」と「水平的な関係（同業企業間等）」の二つ。
○リスクコミュニケーションによる企業間の信頼関係やその深化が、個社の早期復旧やサプライチェーン強靭化へ繋がる。

17



出典：経済産業省 「レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会」 第１回 資料２ https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf

○ BCPにおいて生産・物流拠点の分散や代替生産先の確保、取引先の倒産・被災を考慮している企業は少ない。

○ 取引先がBCP策定を評価することも少ない。

BCP（事業継続計画）におけるサプライチェーンリスクの考慮の現状

18



（出所）東京商工会議所「会員企業の災害・リスク対策に関するアンケート2023年調査結果」（2023年８月28日）に基づき作成。
出典：第１回レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会 第１回 資料２を内閣府にて一部更新

https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf

取引時のBCP策定の条件付け、策定の指導、有無の確認について

いずれもない
87.4%

いずれもない
65.1%

BCPの有無を取引先に
確認している：10.9%

BCPの有無を取引先に
確認されたことがある

29.7%

BCPを策定するよう取引先に
指導している：2.5%

BCP策定を要請された
ことがある：6.2%

BCP策定を取引条件
にしている：0.5%

BCP策定を取引条件として
提示されたことがある：4.2%

【発注時】 【受注時】

○ 発注時の約9割、受注時の約7割においてBCP策定は取引条件となっておらず、取引の際にBCPの策定を要請・
確認する場面は少数に留まる。

取引条件としてのBCP（事業継続計画）の現状

19



４．能登半島地震における企業の対応事例、
官民連携事例

20



主
な
内
容

会社概要

68

設立年月：2010年12月

事業内容：主に産業機械用軸受の製造

資本金：10億円（NTN100％）

敷地面積：106,500㎡

従業員数：約150名

・建設機械などの産業機械用軸受の生産拠点として、
別工場から供給される部材を使用して、完成品に仕上
げる工程を担っています。
・グループの最新鋭工場として誕生した当製作所は、
自社開発した研削から検査・組立までの自動化生産ラ
インを有する。
・ULTAGE(アルテージ）シリーズ自動調心ころ軸受は、
世界最高水準の高負荷容量と許容回転速度を誇り、お
客様の高い信頼を得て世界中に販売されています。

所在地：能登中核工業団地（石川県にあるグループ関連企業の中で最北）

21

株式会社NTN能登製作所（能登中核工業団地）



（震災発生時の工場の状況）

○ 地震が発生した元旦（令和6年1月１日）は、年間の中で唯一工場が稼働しない日。

 → 2日後、工場保全計画として、高所作業やピット内作業が予定されていた。

○（被害概要）外観：塗装亀裂、シャッター破損、床地割れ 等

内観：壁落下、鉄骨歪み、床地割れ/段差 等 その他災害ゴミ：数百t発生

通水：2月初め その他災害ゴミ：約400t発生

壁落下 壁落下 機器転倒

シャッター破損耐震補強鉄骨の歪み 床地割れ

22

【NTN能登製作所】令和６年能登半島地震に伴う被害概要（発災当初）

マスキング

マスキング



（2月訪問時の工場の状況）

災害ゴミ集積機器・システム調整

産業機械向け軸受を生産しており、そのほとんどが受注生産。そうした中、生産がストップ。

本格的に工場内に入れたのは、安全性の確認やがれき撤去等により、約3週間経過した1月20日以降。

壁落下現場 壁落下現場 耐震補強鉄骨（取り外し後）

災害対策本部
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【NTN能登製作所】令和６年能登半島地震に伴う被害概要（２月）

マスキング

マスキング



○ 当社は、2018年から親会社とも連携し、平時における事業継続活動を本格的に推進。

BCPには、各種対応を網羅的に盛り込み、本部/現場を含めた実施訓練も定期的に実施。
（内容（例））
・・・各種初動対応（発災時における従業員の安否確認、安全確保や物資配給、

対策本部の立上げ等）

・・・各種復旧対応（重要業務の選定、現地復旧方法、代替生産（他工場）等）

初動対応
（人命・安全優先）

復旧対応 復興対応

STEP

01

STEP

02

STEP

03

1/20 2/29 1/1 

（BCPに基づく今回の対応/動き）

一
部
項
目
抜
粋

2月初旬通水
従業員全員出社

当社での工場用水確保検討
（実施せず）

2/29現地一部生産開始

3月一部品目の代替工場
での生産開始

３月下旬に全面復旧

24

【NTN能登製作所】事業継続に向けた平時の取組及び発災時の対応

対策本部の立ち上げ
本社社長も参加のうえ、日々の

状況報告、今後の対応の検討。

早期の安否確認・建物安全確認
当日に142名/143名の安否確認済
1/4に全員の安否確認済。
⇒家屋倒壊など状況が日々変化
毎日確認継続（生活できるのか）

1/4グループ企業からの物資支援
グループ企業からの支援開始。
（水、食料、簡易トイレなど）
当日、従業員50名ほどが受け取り

復旧方針の本格検討
納期や重要性を踏まえ、優先
業務をリストアップ。方法とし
て、別工場などでの代替生産も
検討（取引継続対策）

工事業者による復旧作業開始
危険個所の排除、がれき整理、
建物復旧作業、防火壁/消化設備
の確認及び調整。

グループ応援部隊の支援開始
関連の別工場10名程度が、ライ
ンに立ち上げに向けた支援開始。



01 BCPに基づく対応事項の着実な遂行

02 対応方針の明確化・横連携の実践

○ 想定以上に工場のダメージが大きかったため、工場や機器の整備に時間を要したものの、
BCPに基づく対応事項の着実な遂行や迅速な対応方針の明確化及び横連携の実践により、
完全復旧に向け着実に前進。（⇒「事前の備え」の重要性）

○まずは、人命を第一優先に、初動から復旧

対応まで、BCPに基づく対応事項を着実に遂行。

（安否確認/状況把握、物資配給、対策本部立上げ等）

○事前に計画の段階で、細かな部分でも支援/応援が

組み込まれており、生産においても、現地復旧だけ

でなく、別工場での代替生産など、状況に応じた

あらゆる手段が事前に計画され、スムーズに実践で

きた。

（物資支援、ライン立上げ応援部隊、代替生産等）

○被害状況を踏まえ、迅速に対応方針を明確化

※復旧できなければ復興はない。復旧できなければ、撤退に
なるが、150名の雇用を守らないといけない。とにかく、
早期に復旧をさせないといけない（長期化で撤退も頭によぎった）

25

【NTN能登製作所】事業継続に向けた今回の対応のポイント

現場の声
緊急時、どのような動きをしないと
いけないのか、BCPの取組が参考に
なっている。

現場の声
グループの連携があったからこそ
復旧ができた※。
（連携の重要性）

対応方針の概要
一部重要品目は代替生産、
産業用機械は代替が難しいため、
少しでも早く現地復旧を目指す！



・官民連携の支援事例
（トヨタ自動車・ダイハツ工業）
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【概要】
〇 志賀町役場に8名グループで、1月4日から支援を開始（第1陣～第4陣）
〇 トヨタ自動車/ダイハツ工業においては、元々、災害時に対策チームを立ち上げ、

サプライヤーの所在する地域を支援する取組があり、今回も迅速に対応。
何より人命第一、地域貢献優先で活動を実施。

（スタート）志賀町物資ミッション・・・避難所10カ所＋支所に食料/物資を2回/日搬送

・支援部物資の受入れ/荷受け
・食料発注、出庫/仕分け
・配送
・倉庫管理

全員が素人

全体に目が行き届かない

指示待ち

業務の体系化なし

需給調整なし

在庫管理できない

問
題
点

（命題） 当時、町23人＋十鳥取県支援部隊22人＋自衛隊15人＝60人で作業で実施。
今後、通常業務に戻るためには、短期ローリング応援人材だけで回せる
「省力化オペレーション」を確立しなければならない。

トヨタ自動車との出会い

トヨタ式 ‘カイゼン’提案の実践
□ ムリ、ムラ、ムダの排除
□ 必要なところには惜しまず

人的資源を投入
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【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例



1/8日週 1/15日週 1/22日週 1/29日週 2/5日週 2/12日週 2/19日週 2/26日週

朝倉隊長

生産調査部

運動部

ダイハツ

支援者合計

1.物資供給の

　  ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ構築

2.物資お届け隊

3.物資供給拠点

   引っ越しｻﾎﾟｰﾄ

4.り災証明書 調査ｻﾎﾟｰﾄ

物資

供給

トヨタ

1/21日~1/30日

1/31日~2/24日

1/14日~2/5日

2/13日~2/27日

4人 2人+8人(日曜日)

11人

8人

2人+8人(日曜日)

8人 8人 8人

1陣1陣 2陣 3陣 4陣

1陣 2陣 3陣 4陣 5陣 6陣 7陣

3陣 4陣 5陣 6陣 7陣

5人 12人 12人 13人 12人 12人 15人

【活動概要と日程】

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例

28



１）当初の状態（役場内物資供給拠点）

まずは４S（整理・整頓・清掃・清潔） 加えて
やり易い作業、あふれ/欠品分り易く、運ぶなら効率的に

⇒ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ/ﾚｲｱｳﾄを見直し

人(60人)も物もあふれていた

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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車両 AM PM

ﾄﾗｯｸ

ﾊｲｴｰｽ

ﾊｲｴｰｽ

ﾊｲｴｰｽ

２）出荷作業の平準化

入出荷 車両 AM PM

おにぎり(昼食) 入荷

プッシュ品　 入荷

旧土田小 出荷 ﾄﾗｯｸ

富来支所 出荷 ﾄﾗｯｸ

熊野 出荷

福浦 出荷

下甘田防災 出荷 自衛隊車

やすらぎ荘 出荷 自衛隊車

志賀小 出荷 自衛隊車

地域交流ｾﾝﾀｰ 出荷 ﾊｲｴｰｽ

文化ホール 出荷 ｾﾚﾅ

おにぎり(夕食) 入荷

パン(朝食) 入荷

自衛隊車

車両 AM PM

ﾄﾗｯｸ

ﾊｲｴｰｽ

ﾊｲｴｰｽ

ﾊｲｴｰｽ

出荷が集中 出荷ﾀｲﾐﾝｸﾞを変更

出荷ﾀｲﾐﾝｸﾞをならして作業のﾋﾟｰｸを分散（作業の平準化）

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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③3拠点混載

④3拠点混載

②2拠点混載

①専用便(荷量多い・トラック)

３）専用便 ⇒ 混載便

②2拠点混載

①専用便(荷量多い・トラック)

③専用便(荷量少ない・トラック)
3拠点混載で輸送
(ハイエース4台、ダイナ1台貸出)

ガラガラで専用便

当初 変更後

8台・1８便/日 ３台・６便/日

荷量の多少に関わらず全て専用便 荷量・向け先考慮し目的地混載

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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３）やりやすい陳列レイアウトに変更

物があふれ、どこに何があるのかわからない

シンプルで作業しやすいレイアウトに変更
（一筆書きで動ける）

種類ごとに分けて置き、品目を明示
何がどこにあるかわかりやすく

当初

活動後

官民連携による支援の事例（トヨタ自動車社/ダイハツ工業社）【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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４）やりにくい作業の改善

集荷場と出荷場の距離が遠く
バケツリレー方式で運搬
(大人数でやる前提)

かご台車に集荷し、
台車ごと出荷場へ

出荷品ﾘｽﾄ
何をどれだけ出荷
するのか見てわかる

当初

活動後

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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４）物資の整理と棚卸

物資を層別、あふれ品を別ロケで保管

本所大ホール

本所車
庫

体育館

体育館

ほとんど流動しない物

流動するがあふれている
物

本所大ホール

当初

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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４）物資の整理と棚卸

志賀町　役場車庫　備蓄情報 日時 2024/2/4 9:00-12:00

A B A×B

No. 分類 品名 メーカー等 サイズ等 箱数 個/箱 個

1 カップ麺 カップヌードル 日清 120 20 2400

2 カップ麺 どん兵衛 日清 26 12 312

3 カップ麺 カップヌードル コスモス 10 12 120

4 カップ麺 カップスター サッポロ一番 3 12 36

5 カップ麺 きつねうどん 久世福商店 6 12 72

6 カップ麺 カップヌードルPro 日清 2 12 24

7 カップ麺 完全カレー飯 日清 8 12 96

8 カップ麺 ぶっこみ飯 日清 2 6 12

9 カップ麺 ラーメン横綱 マルちゃん 2 6 12

10 カップ麺 クッタ 東洋水産 1 12 12

11 カップ麺 チャルメララーメン 96 12 1152

12 カップ麺 カップ料亭の味 マルコメ 80 6 480

13 カップ麺 すぐ旨カップ ハナマルキ 64 6 384

14 カップ麺 白がゆ 2 50 100

15 カップ麺 カップ料亭の味 マルコメ 40 6 240

16 カップ麺 けんちん汁 アイリスオーヤマ 50 36 1800

17 カップ麺 スーパーカップ 1 33 33

18 お菓子 ビスコ 8 10 80

19 お菓子 ビスケット ミスターイトウ、ハローキティ 20 18 360

20 お菓子 ビスケット ラングリーバニラ 10 6 60

21 お菓子 ビスケット カルケット 10 8 80

22 お菓子 ビスケット バタークッキー 80 24 1920

23 お菓子 ビスケット バタークッキー 7 24 168

24 缶詰 いわしみそ煮 76 24 1824

25 ご飯 梅がゆ 12 50 600

26 ご飯 ふんわりごはん ウーケ 11 24 264

27 ご飯 わかめごはん 尾西 6 50 300

28 ご飯 わかめごはん　アルファ米 のぞみ 5 50 250

29 ご飯 パックごはん サトウ 3 20 60

30 ご飯 パックごはん アイリスオーヤマ 1 24 24

31 ご飯 パックごはん アイリスオーヤマ 1 20 20

32 下着 トランクス 4 100 400

33 下着 パンツ 1 16 16

34 上下セット ジャージー 2 15 30

35 上下セット ジャージー カンタベリー 150 5 5 25

36 上下セット ジャージー カンタベリー 140 10 10 100

37 上下セット ジャージー カンタベリー 160 1 15 15

38 下着 スウェットパンツ ユニクロ 1 24 24

39 下着 メンズウィンドウォーマーパンツ ヨネックス 22 20 440

40 下着 パンツ アシックス XS 14

41 下着 パンツ アシックス 3XL 112

42 上着 ウィンドブレーカー アシックス 2XL 30

43 上着 メンズウィンドウォーマーシャツ 2 20 40

44 上着 ウィンドブレーカー 1 18 18

志賀町　総合体育館　備蓄情報 日時 2024/2/4 9:00-12:00

A B A×B

エリア No. 分類 品名 メーカー等 サイズ等 箱数 個/箱 個

B 1 防寒具 ジェットヒーター(大型ストーブ) 3 1 3

B 2 防寒具 ストーブ(未使用) 50 1 50

B 3 防寒具 ストーブ(使用済み) 7 1 7

B 4 防寒具 ストーブガード 10 2 20

B 5 防寒具 カセットコンロ(本体) 66 1 66

B 6 防寒具 カセットコンロ(ガス缶) 19 48 912

B 7 備品 トラロープ 10 5 50

B 8 防寒具 寝袋 40 6 240

B 9 防寒具 寝袋 11 4 44

B 10 防寒具 寝袋 1 219 219

B 11 衣類 男性用肌着S(半袖) S 19 56 1064

B 12 衣類 男性用肌着M(半袖) M 14 56 784

B 13 衣類 男性用肌着L(半袖) L 13 56 728

B 14 衣類 男性用肌着(Tシャツ) M 4 80 320

B 15 衣類 男性用肌着(Tシャツ) L 3 80 240

B 16 衣類 男性用ブリーフ S 5 56 280

B 17 衣類 男性用ブリーフ M 5 160 800

B 18 衣類 男性用ブリーフ L 4 128 512

B 19 衣類 男性用トランクス L 4 84 336

B 20 衣類 男性用トランクス L 8 100 800

B 21 衣類 女性用シャツ L 1 90 90

B 22 衣類 女性用ショーツ S 1 240 240

B 23 衣類 サニタリーショーツ L 1 50 50

B 24 衣類 女性用下着 M 5 30 150

B 25 衣類 女性用シャツ M 1 100 100

B 26 衣類 アンダーシャツ 1 2 2

B 27 衣類 サニタリーショーツ M 1 12 12

B 28 衣類 女性用コットンシャツ M 2 96 192

B 29 衣類 女性用コットンシャツ L 1 96 96

B 30 衣類 長靴 各種 20 10 200

B 31 防寒具 カイロ(張るタイプ) 15 240 3600

B 32 防寒具 カイロ(張るタイプ) 19 240 4560

B 33 防寒具 カイロ(張らないタイプ) 12 240 2880

B 34 防寒具 カイロ(バラバラ) 30 25 750

B 35 衣類 スウェット(上下) L 1 482 482

A 36 衣類 ジャージ(カンターベリージュニア) 140 2 15 30

A 37 衣類 ジャージ(カンターベリージュニア) 150 1 15 15

A 38 衣類 ジャージ(カンターベリージュニア) 160 2 15 30

B 39 衣類 ジャージ(カンターベリー) L 0 0 0

B 40 衣類 ジャージ(カンターベリー) XL 0 15 0

B 41 衣類 ウォーマージャケット L 20 13 260

B 42 衣類 ウォーマージャケット L 10 2 20

B 43 衣類 ウォーマージャケット XL 20 6 120

B 44 衣類 ウォーマージャケット XL 10 2 20

B 45 衣類 ウォーマージャケット 2XL 18 1 18

B 46 衣類 ウォーマーパンツ L 13 20 260

志賀町　総合体育館　備蓄情報 日時 2024/2/4 9:00-12:00

A B A×B

エリア No. 分類 品名 メーカー等 サイズ等 箱数 個/箱 個

B 1 防寒具 ジェットヒーター(大型ストーブ) 3 1 3

B 2 防寒具 ストーブ(未使用) 50 1 50

B 3 防寒具 ストーブ(使用済み) 7 1 7

B 4 防寒具 ストーブガード 10 2 20

B 5 防寒具 カセットコンロ(本体) 66 1 66

B 6 防寒具 カセットコンロ(ガス缶) 19 48 912

B 7 備品 トラロープ 10 5 50

B 8 防寒具 寝袋 40 6 240

B 9 防寒具 寝袋 11 4 44

B 10 防寒具 寝袋 1 219 219

B 11 衣類 男性用肌着S(半袖) S 19 56 1064

B 12 衣類 男性用肌着M(半袖) M 14 56 784

B 13 衣類 男性用肌着L(半袖) L 13 56 728

B 14 衣類 男性用肌着(Tシャツ) M 4 80 320

B 15 衣類 男性用肌着(Tシャツ) L 3 80 240

B 16 衣類 男性用ブリーフ S 5 56 280

B 17 衣類 男性用ブリーフ M 5 160 800

B 18 衣類 男性用ブリーフ L 4 128 512

B 19 衣類 男性用トランクス L 4 84 336

B 20 衣類 男性用トランクス L 8 100 800

B 21 衣類 女性用シャツ L 1 90 90

B 22 衣類 女性用ショーツ S 1 240 240

B 23 衣類 サニタリーショーツ L 1 50 50

B 24 衣類 女性用下着 M 5 30 150

B 25 衣類 女性用シャツ M 1 100 100

B 26 衣類 アンダーシャツ 1 2 2

B 27 衣類 サニタリーショーツ M 1 12 12

B 28 衣類 女性用コットンシャツ M 2 96 192

B 29 衣類 女性用コットンシャツ L 1 96 96

B 30 衣類 長靴 各種 20 10 200

B 31 防寒具 カイロ(張るタイプ) 15 240 3600

B 32 防寒具 カイロ(張るタイプ) 19 240 4560

B 33 防寒具 カイロ(張らないタイプ) 12 240 2880

B 34 防寒具 カイロ(バラバラ) 30 25 750

B 35 衣類 スウェット(上下) L 1 482 482

A 36 衣類 ジャージ(カンターベリージュニア) 140 2 15 30

A 37 衣類 ジャージ(カンターベリージュニア) 150 1 15 15

A 38 衣類 ジャージ(カンターベリージュニア) 160 2 15 30

B 39 衣類 ジャージ(カンターベリー) L 0 0 0

B 40 衣類 ジャージ(カンターベリー) XL 0 15 0

B 41 衣類 ウォーマージャケット L 20 13 260

B 42 衣類 ウォーマージャケット L 10 2 20

B 43 衣類 ウォーマージャケット XL 20 6 120

B 44 衣類 ウォーマージャケット XL 10 2 20

B 45 衣類 ウォーマージャケット 2XL 18 1 18

B 46 衣類 ウォーマーパンツ L 13 20 260

志賀町　役場車庫　備蓄情報 日時 2024/2/4 9:00-12:00

A B A×B

No. 分類 品名 メーカー等 サイズ等 箱数 個/箱 個

1 カップ麺 カップヌードル 日清 120 20 2400

2 カップ麺 どん兵衛 日清 26 12 312

3 カップ麺 カップヌードル コスモス 10 12 120

4 カップ麺 カップスター サッポロ一番 3 12 36

5 カップ麺 きつねうどん 久世福商店 6 12 72

6 カップ麺 カップヌードルPro 日清 2 12 24

7 カップ麺 完全カレー飯 日清 8 12 96

8 カップ麺 ぶっこみ飯 日清 2 6 12

9 カップ麺 ラーメン横綱 マルちゃん 2 6 12

10 カップ麺 クッタ 東洋水産 1 12 12

11 カップ麺 チャルメララーメン 96 12 1152

12 カップ麺 カップ料亭の味 マルコメ 80 6 480

13 カップ麺 すぐ旨カップ ハナマルキ 64 6 384

14 カップ麺 白がゆ 2 50 100

15 カップ麺 カップ料亭の味 マルコメ 40 6 240

16 カップ麺 けんちん汁 アイリスオーヤマ 50 36 1800

17 カップ麺 スーパーカップ 1 33 33

18 お菓子 ビスコ 8 10 80

19 お菓子 ビスケット ミスターイトウ、ハローキティ 20 18 360

20 お菓子 ビスケット ラングリーバニラ 10 6 60

21 お菓子 ビスケット カルケット 10 8 80

22 お菓子 ビスケット バタークッキー 80 24 1920

23 お菓子 ビスケット バタークッキー 7 24 168

24 缶詰 いわしみそ煮 76 24 1824

25 ご飯 梅がゆ 12 50 600

26 ご飯 ふんわりごはん ウーケ 11 24 264

27 ご飯 わかめごはん 尾西 6 50 300

28 ご飯 わかめごはん　アルファ米 のぞみ 5 50 250

29 ご飯 パックごはん サトウ 3 20 60

30 ご飯 パックごはん アイリスオーヤマ 1 24 24

31 ご飯 パックごはん アイリスオーヤマ 1 20 20

32 下着 トランクス 4 100 400

33 下着 パンツ 1 16 16

34 上下セット ジャージー 2 15 30

35 上下セット ジャージー カンタベリー 150 5 5 25

36 上下セット ジャージー カンタベリー 140 10 10 100

37 上下セット ジャージー カンタベリー 160 1 15 15

38 下着 スウェットパンツ ユニクロ 1 24 24

39 下着 メンズウィンドウォーマーパンツ ヨネックス 22 20 440

40 下着 パンツ アシックス XS 14

41 下着 パンツ アシックス 3XL 112

42 上着 ウィンドブレーカー アシックス 2XL 30

43 上着 メンズウィンドウォーマーシャツ 2 20 40

44 上着 ウィンドブレーカー 1 18 18

・各ロケーションで棚卸を実施
種類
頻度
消費期限

・物の多い本所車庫/体育館の
物資配置図を作成

調査/整
理

食品 衣類 衛生用品緊急品寝具・防寒具備品

・玄米ご飯 ・玄米ご飯 ・トマトリゾット ・アルコール除菌シート・消毒液 ・からだふき ・ドライシャンプー ・簡易トイレ ・携帯トイレ ・コンパクトトイレ ・簡易トイレ

・アルコールシート・ウエットティッシュ ・ハンドソープ

・おじや(親子丼風) ・1日３食セット ・肉じゃが ・おかゆ ・ハンドジェル ・ペーパー

・毛布

・パックごはん ・お菓子関係 ・野菜ごはん ・安眠セット

ビスコ ・五目ごはん ・子供

・缶詰(さば･鶏) ・寝袋 ジャージ・災害用備蓄品 ・マスク

・白がゆ ・白がゆ ・筑前煮 ・カップ ・せんいのめぐみﾊﾟﾝ ・簡易トイレ

・ラーメン みそ汁 ・コーンポタージュ ・ブランケット

・やわらかおじや(鶏とたまご)・やわらかごはん ・紙コップ ・カップみそ汁 ・カレー ・ハンガー

・α米　白米 ・エビピラフ ・子供用ジャージ ・トイレットペーパー

・エアーベッド ・非常口

入口

通路 入口

・大人用

・トイレットペーパー ・粉ミルク ・シャンプー おむつ

・紳士用肌着 ・男性用下着 ・カイロ

・離乳食

・大人用ジャージ ・長靴 ・大人用

・ストーブ ・圧縮Tシャツ ・女性用下着 ジャージ ・女性用生理用品 ・子供用おむつ ・サニタリー・大人用おむつ

・ストーブガード ゴミ袋

入口

・トラロープ・コンロ ・かセットガス

・寝袋

・不織布毛布

・アルミシート

・災害用マット

・手袋

・トレーニング器具置き場 ・トレーニング器具置き場・大人 ・トレーニング器具置き場

（使用不可エリア） （使用不可エリア） ジャージ （使用不可エリア）

・搬入口

・リフト

体育館の配置図

物のあふれや欠品が見てわかる

棚卸リスト

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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これらの活動を通じて、結果的に物資供給の従事者が
低減

20人60人

当初 活動後

【トヨタ自動車/ダイハツ工業】官民連携による支援の事例
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（ご参考）
     令和６年能登半島地震を

踏まえた災害対応検討WG
の資料抜粋



企業等の皆様には、次の点についてご協力をお願いします。

発災時の対応発災時の対応

人命の安全確保
（避難誘導/救命救助）

従業員等の安否確認

被害状況の確認

初動体制の確立
⇒重要業務の実施

発災後３日間の一斉帰宅抑制

水・食料・毛布等の備蓄

従業員等の
安否確認手段等の確認

平時の備え平時の備え

オフィス家具・機器の転倒
防止
事業所の耐震化
事業継続の備え

教育・訓練の実施

（BCP策定・サプライチェーンの維持/強化）

重要業務

組織体制・重要業務

基本方針

事業継続計画書
（BCP）

企業への協力要請（メッセージ）
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（補足）南海トラフ地震臨時情報について
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（補足）南海トラフ地震臨時情報について
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（補足）南海トラフ地震臨時情報について
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